
平成１３年３月期  個別中間財務諸表の概要

                                                                店   平成１２年１１月１７日

会 社 名         理 想 科 学 工 業 株 式 会 社                             登録銘柄

コ－ド番号         ６４１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　東京都

本社所在地         東京都港区新橋２丁目２０番１５号                 

問い合わせ先   東京都港区芝５丁目３４番７号                 

               責任者役職名         経 理 部 長         　　　　　　　　TEL（03）5441-6604

               氏 名         斎 田 知 男         　　　　　　　　中間配当制度の有無　有 ・ 無

決算取締役会開催日         平成１２年１１月１７日

中間配当支払開始日         平成　－年　－月　－日

１．１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）

(１)経営成績

売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年９月中間期 28,277 (Δ 7.2) 805 (Δ65.4) 949 (Δ60.3)
１１年９月中間期   30,478 (Δ10.5)     2,324 (Δ38.9)   2,393 (Δ20.5)

１２年３月期   69,924 (Δ 5.7)     7,054 (Δ22.5)   7,498 (Δ16.9)

１ 株 当 た り 中 間         
中間（当期）純利益          

（ 当 期 ） 純 利 益         
百万円 ％ 円 銭

１２年９月中間期 666 (Δ44.8) 45 29
１１年９月中間期        1,206 (Δ38.2)       79 88
１２年３月期      4,206 (Δ 8.1)      279 96

（注）1. 期中平均株式数 12 年９月中間期 14,706,500 株 11 年９月中間期 15,106,500 株 12 年３月期 15,025,915 株

      2. 会計処理の方法の変更          有・無

      3. 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパ－セント表示は、対前年中間期増減率

       

(２)配当状況

一株当たり
中間配当金

一株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

１２年９月中間期   － －   － －
１１年９月中間期   － －   － －

１２年３月期   － －    50 00

(３)財政状態

総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

１２年９月中間期 112,288 60,972 54.3 4,145 97
１１年９月中間期   108,025     59,585       55.2   3,944 35
１２年３月期   114,651     61,227       53.4   4,163 31

（注）期末発行済株式数 12 年９月中間期 14,706,500 株 11 年９月中間期 15,106,500 株 12 年３月期 14,706,500 株

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売　上　高 経 常 利 益 当期純利益

期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　　期   62,300     2,700      1,400 50 00 50 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）95 円 20 銭
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１．中間財務諸表等

比較貸借対照表 （単位：千円）

当中間期

(平成12年９月30日現在)

前中間期

(平成11年９月30日現在)

前　期

(平成12年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 29,575,368 28,137,402 31,414,656
受取手形 1,350,436 1,120,440 1,322,628
売掛金 10,368,171 13,128,296 14,576,063
有価証券 10,756,565 17,801,234 18,484,099
製品・商品 4,538,303 4,019,911 3,771,448
原材料 761,859 647,787 719,328
仕掛品 285,972 252,201 257,750
貯蔵品 10,259 5,059 6,341
前払費用 216,404 240,449 291,832
繰延税金資産 946,215 1,165,462 1,382,112
関係会社短期貸付金 － 150,000 150,000
自己株式 167 － 398
その他 472,778 385,598 482,512
貸倒引当金 △   45,858 △   70,134 △　 78,240

流動資産合計 59,236,644 52.8 66,983,709 62.0 72,780,931 63.5
Ⅱ 固定資産

有形固定資産
建物 6,206,287 6,585,886 6,375,545
構築物 376,682 424,019 393,185
機械装置 1,117,621 1,238,968 1,146,743
車両運搬具 17,700 22,860 19,365
工具器具備品 7,013,441 4,425,766 4,902,981
土地 14,010,276 14,010,276 14,010,276
建設仮勘定 37,693 74,400 58,606

有形固定資産合計 28,779,703 25.6 26,782,177 24.8 26,906,705 23.5
無形固定資産
商標権 811 － 876
電話加入権 － 41,893 －
ソフトウェア 829,909 672,230 761,398
その他 52,619 12,000 53,221

無形固定資産合計 883,339 0.8 726,124 0.7 815,495 0.7
投資その他の資産
投資有価証券 10,120,910 1,780,919 1,536,178
関係会社株式 6,345,435 5,750,544 6,025,893
出資金 2,211 － 2,211
関係会社出資金 2,538,499 2,356,536 2,538,499
長期貸付金 609,588 586,148 610,309
従業員に対する長期貸付金 171,900 － 185,463
長期前払費用 59,511 74,175 72,992
繰延税金資産 916,112 479,840 603,723
差入保証金 1,512,769 1,495,125 1,519,810
その他 1,374,915 1,115,701 1,362,570
貸倒引当金 △   118,025 △   105,838  △　103,850
投資評価引当金 △   205,000 － △　205,000

投資その他の資産合計 23,328,829 20.8 13,533,152 12.5 14,148,804 12.3
固定資産合計 52,991,872 47.2 41,041,454 38.0 41,871,004 36.5
資産合計 112,228,516 100.0 108,025,163 100.0 114,651,935 100.0
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（単位：千円）

当中間期

(平成12年９月30日現在)

前中間期

(平成11年９月30日現在)

前　期

(平成12年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債
支払手形 5,824,251 5,421,701 6,495,159
買掛金 8,799,179 7,358,794 9,199,247
短期借入金 － 5,749 －
１年内返済の長期借入金 5,050 － 5,954
未払金 3,103,954 2,470,431 3,327,184
未払費用 256,543 53,389 57,469
未払法人税等 237,600 1,241,833 2,230,787
前受金 30,556 － 30,680
預り金 178,209 164,489 168,965
賞与引当金 1,274,667 1,291,076 1,444,192
製品保証引当金 65,599 139,923 108,288
設備支払手形 1,136,949 373,031 349,040
その他 － 18,544 －

流動負債合計 20,912,562 18.7 18,538,965 17.1 23,416,969 20.4
Ⅱ 固定負債

転換社債 27,821,000 27,821,000 27,821,000
長期借入金 142,282 176,323 151,514
退職給与引当金 － 1,903,510 1,441,532
退職給付引当金 1,653,981 － －
役員退職慰労引当金 725,950 － 593,245

固定負債合計 30,343,213 27.0 29,900,833 27.6 30,007,291 26.2
負債合計 51,255,776 45.7 48,439,799 44.8 53,424,260 46.6

（資本の部）
Ⅰ 資本金 14,114,488 12.6 14,114,488 13.1 14,114,488 12.3
Ⅱ 資本準備金 14,666,880 13.1 14,666,880 13.6 14,666,880 12.8
Ⅲ 利益準備金 3,528,622 3.1 3,528,622 3.2 3,528,622 3.1
Ⅳ その他の剰余金

任意積立金
海外市場開拓積立金 4,078,565 4,078,565 4,078,565
設備拡充積立金 10,000,000 10,000,000 10,000,000
為替変動積立金 2,100,000 2,100,000 2,100,000
別途積立金 3,524,300 3,524,300 3,524,300
中間(当期)未処分利益 9,085,593 7,572,509 9,214,819

その他の剰余金合計 28,788,458 25.6 27,275,374 25.3 28,917,684 25.2
その他有価証券評価差額金 △   125,708 △ 0.1 － － － －
資本合計 60,972,740 54.3 59,585,364 55.2 61,227,675 53.4
負債資本合計 112,228,516 100.0 108,025,163 100.0 114,651,935 100.0
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比較損益計算書 （単位：千円）

当中間期

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

前中間期

自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前　期

自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ売上高 28,277,474 100.0 30,478,347 100.0 69,924,840 100.0

Ⅱ売上原価 15,348,092 54.3 16,168,183 53.0 36,978,557 52.9

売上総利益 12,929,381 45.7 14,310,163 47.0 32,946,283 47.1

Ⅲ販売費及び一般管理費 12,124,214 42.8 11,986,083 39.4 25,892,147 37.0

営業利益 805,166 2.9 2,324,080 7.6 7,054,136 10.1

Ⅳ営業外収益 422,165 1.5 430,120 1.4 1,053,739 1.5

受取利息 32,633 124,514 82,189

有価証券利息 19,853 － 120,357

洗替低価法による
有価証券評価損戻入益 － 155,650 180,945

受取配当金 266,306 12,477 334,266

その他 103,372 137,477 335,980

Ⅴ営業外費用 278,095 1.0 360,714 1.1 609,068 0.9

支払利息 4,981 5,497 10,934

社債利息 227,407 227,139 454,815

為替差損 － 86,544 17,950

その他 45,706 41,533 125,368

経常利益 949,236 3.4 2,393,486 7.9 7,498,807 10.7

Ⅵ特別利益 227,061 0.8 － - － -

退職給付会計変更時差異 99,298 － －

過年度固定資産除却損修正益 127,762 － －

Ⅶ特別損失 － - － - 205,000 0.3

投資評価引当金繰入額 － － 205,000

税引前中間(当期)純利益 1,176,297 4.2 2,393,486 7.9 7,293,807 10.4

法人税、住民税及び事業税 295,290 1.0 1,168,007 3.8 3,408,982 4.9

法人税等調整額 214,913 0.8 18,722 0.1 △   321,811 △ 0.5

中間（当期）純利益 666,094 2.4 1,206,756 4.0 4,206,636 6.0

前期繰越利益 8,419,499 6,365,752 6,365,752

利益による自己株式消却額 － － 1,357,569

中間(当期)未処分利益 9,085,593 7,572,509 9,214,819
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目

当中間会計期間
（自　平成12年４月１日　 至　平成12年９月30日）

１．重要な資産の評価基準及び
評価方法

(1)たな卸資産
製品・商品、原材料、仕掛品は、移動平均法による原価法。
貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法。

(2)有価証券
子会社株式および関連会社株式
　移動平均法による原価法
その他の有価証券
　時価のあるもの
　　中間期末日の市場価格等に基づく時価法（差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの
　　移動平均法による原価法

２．重要な減価償却資産の減価
償却の方法

(1）有形固定資産
法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しており、定率法により

償却しております。
　ただし、平成10年度の税制改正に伴い平成10年4月1日以降に取得した
建物(建物附属設備を除く。)については、定額法を採用しております。

(2）無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用
可能期間（5年間）に基づく定額法によっております。

３．重要な引当金の計上基準 (1）貸倒引当金
　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

(2）投資評価引当金
　子会社等の株式の価値の減少による損失に備えるため、当期にその
事実が生じた投資先の財政状態の実情を考慮して計上しております。

(3)賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額に基づき計上して
おります。

(4) 製品保証引当金
　保証期間内製品の補修部品費用の支出に備えるため、過去の実績に
基づき、発生見込額を計上しております。

(5)退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上しております。
　なお、会計基準変更時差異（99,298千円）については、当中間期に
全額特別利益として処理しております。

(6)役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支
給額を計上しております。

４．重要なリース取引の処理方
法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処
理によっております。
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期　　別

項　　目

当中間会計期間
（自　平成12年４月１日　 至　平成12年９月30日）

５．重要なヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当
処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段と対象
　外貨建債権債務に係る為替リスク回避のための為替予約取引

(3)ヘッジ方針
　外貨建債権債務に係る為替相場変動によるリスク回避のため、実需
の範囲内でデリバティブ取引を利用しており、投機的なデリバティブ
取引は行っておりません。デリバティブ取引については、社内規則に
従って管理を行っております。

６．消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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追加情報

当中間会計期間
（自　平成12年４月１日　 至　平成12年９月30日）

（退職給付引当金）

　当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成10年６月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職

給付費用が9,866千円増加し、経常利益は9,866千円、税引前中間純益は9,866千円減少しております。

　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示し

ております。

（金融商品会計）

　当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成11年１月22日））を適用し、有価証券の評価方法および貸倒引当金の計上基準について変更し

ております。この結果従来の方法によった場合と比較して、経常利益は206,317千円、税引前中間純利益は

206,317千円増加しております。

　また期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている有価証券のうち、１

年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券は8,643,352千円減少し、投資有価証券は8,643,352千円増加しておりま

す。

（外貨建取引等会計基準）

　当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会　平成11年10月22日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であ

ります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

期　別
項　目

当中間期
(平成12年９月30日現在)

前中間期
(平成11年９月30日現在)

前　期
(平成12年３月31日現在)

１．有形固定資産の減価償却

累計額
　　　   26,699,928千円 　　　   24,440,834千円 　　   　25,552,759千円

２．保証債務 　　　    1,640,652千円 　　　      321,885千円 　　　      352,475千円

３．自己株式

    株　式　数

    貸借対照表価額

　　　　　　　   73株

　　　　　　    167千円

　　　　　　   　 3株

　　　　　　     19千円

　　　　   　　　98株

　　　　   　　 398千円

４．発行済株式数の増加及び

減少

    自己株式消却

　　　　　　

　　　　　 　    －株

　　　　　　

         　  　　－株

　　　　　　

        △  400,000株

　なお､利益による自己株

式消却の為の自己株式の

取得価額は1,357,569千円

であります。

５．中間期末日満期手形 　中間期末日満期手形の

会計処理は、手形交換日

をもって決済処理をして

おります。なお、当中間

会計期間は金融機関の休

日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれており

ます。

受取手形    431,579千円

支払手形  1,201,756千円

設備支払手形　    147,639千円

　　 　　　　　　　 　　 　　　　　　　

    売上実績の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間期

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

前中間期

自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前　期

自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

            

             期　別

    
     品  目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

事 務 用 印 刷 機 関 係           
  (10,423)
  28,131

      ％
   99.5

  (12,508)
  29,979

      ％
   98.4

  (26,906)
  65,013

      ％
   93.0

簡 易 印 刷 機 関 係           
  (    25)
     146

      ％
    0.5

  (    15)
     498

      ％
    1.6

  (    35)
   4,910

      ％
    7.0

合 計           
  (10,449)

  28,277

  (  37.0)

   100.0

  (12,524)

  30,478

  (  41.1)

   100.0

  (26,942)

  69,924

  (  38.5)

   100.0

（注）括弧内の数値（内数）は、輸出販売高および輸出割合であります。
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（リース取引関係）

当中間期
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

前中間期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前　期
自　平成11年４月１日
至　平成12年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料期末残高相当

額

１年内 154,013千円 １年内 187,845千円 １年内 165,968千円

１年超 199,617千円 １年超 255,660千円 １年超 211,703千円

合計 353,631千円 合計 443,505千円 合計 377,672千円

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

千円 千円 千円
支払リース料 97,182 支払リース料 115,310 支払リース料 222,044

減価償却費相当額 89,762 減価償却費相当額 109,231 減価償却費相当額 209,289

支払利息相当額 5,170 支払利息相当額 7,480 支払利息相当額 13,938

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　同　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　同　左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5）利息相当額の算定方法

　　　　同　左

(5）利息相当額の算定方法

　　　　同　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

車両運搬具 254,210 180,267 73,943

工具器具備品 711,500 355,282 356,218

合計 965,710 535,549 430,161

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

車両運搬具 147,681 105,773 41,907

工具器具備品 656,294 351,287 305,007

合計 803,975 457,061 346,914

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

千円 千円 千円

車両運搬具 185,203 130,771 54,432

工具器具備品 661,776 347,404 314,371

合計 846,979 478,175 368,803
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（有価証券関係）

※　当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連

結財務諸表における注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）

有価証券の時価等 （単位：千円）

前中間会計期間末（平成11年９月30日現在）
種 類

中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株式 3,134,428 3,765,602 631,173

債券 － － －

その他 2,300,000 2,151,580 Δ148,420

小計 5,434,428 5,917,182 482,753

固定資産に属するもの

株式 499,800 528,150 28,350

債券 － － －

その他 － － －

小計 499,800 528,150 28,350

合計 5,934,228 6,445,332 511,103

　（注）１．時価の算定方法は次のとおりであります。

(1）上場有価証券 ：主として東京証券取引所の最終の価格であります。

(2）店頭売買有価証券 ：日本証券業協会公表の最終の売買価格等であります。

(3）非上場の証券投資信託の受益証券：基準価格であります。

２．株式には、自己株式を含めて表示しております。

　なお、流動資産に属するものの評価損益は、Δ3千円であります。

３．開示の対象から除いた主な有価証券の中間貸借対照表計上額

流動資産に属するもの

追加型公社債投資信託（ﾏﾈｰ・ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ）　　　　　　　12,267,135千円

残存償還期間が1年以内の非上場の内国債券 　　　　　　　　　　　99,670千円

固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　　　　　　　　　　 7,031,086千円

（うち関係会社株式）　　　　　　　　　　　               （5,995,893千円）

非上場外国債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           226千円

（当中間会計期間）（平成12年９月30日現在）

有価証券

子会社および関連会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

※　当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における

注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容・利用目的および取組方針

　当社は、輸出売上債権の一部を円貨建てから外貨建てに変更したことに伴い、為替リスクヘッジを目

的とした為替予約取引を実施しております。

　　また、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は一切行わない方針としております。

(2）取引に係るリスクの内容

　将来の為替変動に伴う市場価格変動リスクを有しておりますが実需に伴う取引の範囲内に限定した為

替予約取引の締結によりリスクは、ヘッジされているものと判断しております。

(3）取引に係るリスク管理体制

　当社は、定期的に為替予約取引の契約状況を、経営会議に報告しております。

(4）その他

　「取引の時価等に関する事項」における契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

ク量を示すものではありません。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1）通貨関連 （単位：千円）

前中間期（平成11年９月30日現在）

区 分 種 類
契 約 額 等 う ち １ 年 超 時 価 評 価 損 益

為替予約取引

　売　建市場取引以
外の取引

　　　米ﾄﾞﾙ － － － －

合計 － － － －

　（注）１．時価の算定方法

期末の時価は先物為替相場によっております

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定してい

る外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示しているものについては、開示の対

象から除いております。


